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Ⅰ．委託業務の目的、達成目標等 
１．１ 委託業務の目的 

本事業は、「統括部局」の機能を強化し、学部・研究科等の各研究組織

での管理が進みつつある研究設備・機器を、研究機関全体の研究基盤とし

て戦略的に導入・更新・共用する仕組みを強化（コアファシリティ化）す

る。 
東海国立大学機構（以下「機構」という。）は、令和２年４月に岐阜大

学と名古屋大学が法人統合して発足した。同年、運営支援組織として両大

学技術職員を一元的に組織した統括技術センター（以下「センター」とい

う。）を設置し、東海国立大学機構イノベーションコアファシリティステ

ーション（以下「ＴＩＣＦＳ」という。）を構築するなど、他にはない先

進的な取組を実施してきた。両大学はこれまで「先端研究基盤共用促進事

業（新たな共用システム導入支援プログラム）」をもとに共用推進に努め、

中期目標の研究戦略「国際的な競争力向上と地域創生への貢献を両輪とし

た発展」達成のため、既に一元的に組織化された技術職員を中心に運用し

てきた強みがあると共に、研究基盤運用ノウハウも熟知している。一方、

コアファシリティの長期戦略・運用に関する機構の意思決定、人事・財務

との連携、持続的な資金調達等には課題があり、共用システム効率化、

「先端研究基盤共用促進事業（研究機器相互利用ネットワーク導入実証プ

ログラム（ＳＨＡＲＥ））」を参考にした両大学間のＤＸ促進（遠隔化

等）、一元的管理を含む機構の統一共用システムの構築や環境整備が急務

である。これらの課題を解決するために、本機構の強みを活かし、「ガバ

ナンス強化」、「設備・機器共用体制強化」、「人材育成強化」、「国際

連携強化」を通じて、設備・機器の戦略的かつ持続的な更新・修理や人材

育成を実現し、我が国の研究開発をリードする理想的なコアファシリティ

を確立する。 
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１．２ 本事業における達成目標、達成された時の姿 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１．達成目標、達成された時の姿の概要図 
 

本事業でＴＩＣＦＳを確立し、特色であるマネジメント人材 Ｃｏｒｅ 

Ｆａｃｉｌｉｔｙ Ａｄｍｉｎｉｓｔｒａｔｏｒ（以下「ＣＦＡ」とい

う。）による戦略的なマネジメントにより、研究者と研究支援者（技術職

員・ＵＲＡ・事務職員）が一体となったイノベーションエコシステムを形

成する。また、高度技術専門人材による研究協力を通じ、研究成果創出を

より高いレベルで支援する。これらにより、研究力向上、国際化、地域貢

献及びコアファシリティ運用による機器の更新再生を、戦略的投資によっ

て実現する。 
 
１．３ これまでの取組と解決すべき課題 

【これまでの取り組み】 
平成１６年 技術職員を集約・組織化した「名古屋大学全学技術

センター」設置 
平成２６年 「名古屋大学設備・機器共用推進室」設置（研究大

学強化促進事業） 
平成２７年 名古屋大学設備・機器共用システム運用開始 
平成２８年 名古屋大学 新たな共用システム導入支援プログラ

ム開始 
平成３０年 岐阜大学 新たな共用システム導入支援プログラム
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開始 
令和２年 「機構」設立 

「岐阜大学全学技術センター」設置 
一元的技術職員組織「統括技術センター」設置 
ＴＩＣＦＳ設置 
ＣＦＡ制度運用開始（１名） 
ＴＩＣＦＳをハブとした「地域の大学・高専・公設

試等との連携体」形成 
学振二国間交流事業等における「ＴＩＣＦＳの国際

共同研究利用」開始 
「令和２年度 国立大学イノベーション創出環境強

化事業（岐阜大学）」採択 
【解決すべき課題】 
 コアファシリティ運営体制（意思決定機能）の強化 
 戦略的な研究基盤への投資を可能とする人事・財務部門との連携強

化 
 適切な設備・機器共用制度及びシステムの整備・強化 
 共用設備・機器の利用料や外部資金に基づく多様な財源獲得を目指

した長期的資金計画の強化 
 研究基盤の戦略的運用に資する高度技術専門人材及びマネジメント

人材の継続的育成強化 
 
１．４ 目標達成に向けた戦略 

本事業の目標達成のため、以下①から④の事柄を戦略的に実施する。 
① ガバナンス強化 

令和３年度に研究基盤戦略統括会議（以下「統括会議」という。）

を設置してガバナンスの強化を図り、人事・財務と連携した運用によ

る戦略的な投資等に関する機構の方針を迅速に意思決定して、機構内

に戦略を周知徹底できる体制を構築する。令和４年度から令和７年度

にかけては、統括会議では戦略の年度評価及び戦略の更新に係る審議

を行う。 
戦略的な投資については、令和３年度に外部資金調達及び設備投資

計画を策定し、令和４年度から令和７年度にかけて、投資計画を実施

すると共にＩＲ評価等の状況評価を行う。 
 
② 設備・機器共用体制強化 
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統括会議において統一した共用規程・料金算定基準等の制度を検討

し、令和３年度に公表する。また、令和３年度には統一共用システム

の導入に係るシステム設計を行い、令和４年度の統一共用システム構

築及び運用開始を目指す。令和５年度から令和７年度にかけて、統一

共用システムに基づいた共用推進を行うと共に、年度ごとにシステム

の見直しを行う。 
ＣＦＡ体制強化及びアウトリーチについては、令和３年度にＣＦＡ

を増員してＣＦＡ制度を強化し、ＵＲＡと連携してイノベーション創

出環境強化事業も活用したアウトリーチ体制を構築することで、コア

ファシリティの利用促進活動を開始する。令和４年度から令和７年度

にかけて、活動を継続する。 
 
③ 人材育成強化 

高度な人材育成の実施のために、令和３年度に人材育成計画を策定

し、企業や他機関等との連携強化を図る。令和４年度から令和７年度

にかけては、企業・他大学等との技術交流、熟練者・再雇用者による

若手指導、技術支援室横断研修、マネジメントＯＪＴ、語学研修等を

実施し、幅広い分野に対応する高度技術専門人材及びマネジメント人

材育成を図る。 
 
④ 国際連携強化 

ＴＩＣＦＳを機構の国際的研究交流の研究基盤拠点と位置付け、日

本学術振興会二国間交流事業や産学官連携の国際戦略部門等と連携し

て国際共同研究受入を推進し、国際共著論文等におけるプレゼンス向

上を図る。令和３年度から令和５年度にかけて、機構内の国際拠点に

対する研究環境提供を実施することで、国際先端研究コアファシリテ

ィネットワークの構築に着手する。令和６年度から令和７年度にかけ

ては、機構内外の国際拠点との連携強化、機構外組織等とのネットワ

ーク形成・連携推進を通じて、国際連携の強化に努める。 
 

本事業を実施し、両大学の設備・機器を相互に有効活用してコスト

削減を図ることで、設備・機器の戦略的かつ持続的な更新・修理に繋

げる。このことにより、事業期間終了後も上記①～④の強化策を継続

して実施できる。また、機構としての強みを活かし、我が国を代表す

る研究基盤拠点を構築する。 
 



 

5 
 

 
１．５ 研究機関全体としての研究基盤の整備・運用方針 

令和２年度補正予算によって、最新型の核磁気共鳴装置及び精密質量分

析装置を導入する。これらの機器は技術職員が主体となって運用し、稼働

時間のほぼ全てを共用に充てることでコアファシリティ重点運用機器の要

とする。それ以外にも、機構が保有する設備・機器の中で、特に汎用性・

有用性が高い機器（核磁気共鳴装置、質量分析装置、電子顕微鏡、Ｘ線光

電子分光装置等）を中心に整備・運用を行う。研究基盤の利用促進に係る

マネジメントはＣＦＡを中心に行い、機構内外の研究者による設備・機器

の利用をコーディネートする。設備・機器の利用及び維持管理については、

技術支援統括室の技術職員が高度な技術支援を行うことで、高付加価値な

利用成果の創出を図る。また、設備・機器の利用状況及び利用成果等に関

わるＩＲ分析と連携し、戦略的な設備マスタープラン策定に繋げる。 
 
Ⅱ．令和３年度の実施内容 
２．１ 実施計画 
（ⅰ）委託機関（代表機関）の業務 

① 構築するコアファシリティの組織体制・仕組み 

 機構長のリーダーシップの下、研究担当理事を議長に事務局長（人

事・財務担当）、正副統括技術センター長（両大学 学術研究・産学

官連携本部長）、関連技術職員等から成る統括会議を役員会直属の機

関として設置し、ＩＲに基づいた人材育成や設備・機器の運用戦略及

び財務戦略について、機構の意思として迅速に決定・内部周知する体

制を構築する。 

 コアファシリティ統括部局である統括技術センター運営の意思決定は、

統括会議の方針を踏まえ、正副センター長、幹部技術職員、関係教員

等による運営委員会にて行う。コアファシリティ統括部局の事務機能

強化のため、令和３年度に事務補佐員２名を新たに雇用する。 

 統括技術センターにおける技術業務の実務については、技術支援統括

室が中心となって、情報通信、環境安全、装置開発、計測・制御、分

析・物質、生物・生体、フィールドの各７支援室を統括し、ＴＩＣＦ

Ｓの運用に係る高度な技術支援の指揮を執る仕組みを確立する。技術

支援統括室の技術支援機能強化のため、令和３年度に技術補佐員２名

を新たに雇用する。 

 両大学の特色ある機器をシームレスに活用可能とするために、統括会

議の下に機構の統一共用規程、利用料算定基準を策定する。また、Ｔ
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ＩＣＦＳ充実化のため、既存の未共用機器や新規購入機器を共用登録

する方針を強化する。更に、過去の共用促進事業で導入した既存ＷＥ

Ｂシステムを本事業で拡張し、機構の全共用設備・機器を登録して、

内外から検索・予約・課金等を可能とし、利用状況のＩＲ情報を収集

するための統一システムを構築する。令和３年度はシステムの本格導

入に係る準備を行う。 

 マネジメント人材であるＣＦＡは、統括技術センターの戦略立案を行

うために技術支援統括室内に置かれた戦略室の指揮命令に服し、研究

基盤戦略の策定、技術相談、設備・機器の利用者講習会等のユーザー

支援、ＵＲＡと連携したアウトリーチ活動等のＴＩＣＦＳ活用促進業

務を担当する。ＣＦＡ体制強化のため、令和２年度は１名であるＣＦ

Ａを令和３年度は新たに２名雇用する。 

 

この体制の下に、「５．研究機関全体としての研究基盤の整備・運用

方針」に掲げた設備・機器について運用する。そのため、本事業で核磁

気共鳴装置の高度化に使用するクーリングユニットを購入し、核磁気共

鳴装置用のエアーコンプレッサー及び質量分析装置用の窒素ガス発生装

置の機能回復を図る。 

統一共用システム準備については、機構では現在、ＤＸ推進によるデ

ジタルユニバーシティ室が設置され、統一共用システムも当該計画と連

携する予定でいる。このことを踏まえ、令和３年度は統一共用システム

を稼働させるためのサーバー整備を行う。また、令和２年度では岐阜大

学と名古屋大学で分かれている個々の共用システムから共用設備・機器

のデータを抽出し、機構としての設備・機器のデータベース化を行う。

このことを通じて、機構としての設備・機器共用推進やＩＲ分析等に活

用できる統一共用システムの設計に繋げる。 
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図２．統括技術センター組織図 

 

②技術職員・マネジメント人材等の活躍促進に向けた取組 

１．マネジメント人材について 

ＣＦＡを将来的な機構の研究基盤戦略を担う中核的マネジメント人

材（技術部長・技術支援統括室長等の候補）と位置付け、適切なマネ

ジメント力・情報発信力を養う。また、ＴＩＣＦＳの分野横断的な技

術支援シーズマネジメント業務、既設コアファシリティ等との交流、

企業や設備メーカーの営業人材との交流、ＵＲＡと連携した産学官連

携における共同研究企業の開拓等、統括会議の構成員として行う戦略

企画業務等を通じたＯＪＴにより、アウトリーチ及びマネジメント能

力の養成並びに幅広いステークホルダーの考え方の習得や人脈形成を

行う。令和３年度は開始年度であることから特に実務を通じたＯＪＴ

に主眼を置き、既存のＣＦＡと新任のＣＦＡの円滑な連携・協働環境

の構築に努め、積極的に現場に出ることで機構内外に対するＣＦＡ体

制の周知を行う。 

 

２．高度技術専門人材について 

機構内外の研究者に対し、設備・機器利用から得られた結果に専門

的観点から解説または新たな知見を提供する等、民間の依頼分析機関

とは異なる付加価値の高い運用を通じ、研究上の課題解決のための対

等なパートナーとなる高度技術専門人材を育成する。機器メーカー等

の高度技術研修や、機器のヘビーユーザー教員による指導の他、技術

職員は適切なエフォート管理の下でＴＩＣＦＳの運用にも携わると共
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に、熟練者と若手のチームを組成し、困難な業務を通じて高度な技術

を習得する。今年度は重点運用機器に関する技術力を集中的に強化す

るため、当該機器に関連するメーカーのエンジニアを招いて高度専門

技術者研修を実施する。また、既設コアファシリティ等と連携し、専

門の教員や技術職員による講義や技術講習を実施する。更に、核磁気

共鳴装置、質量分析装置、電子顕微鏡、Ｘ線光電子分光装置等の設

備・機器を担当する技術職員に対して、高度な人材育成を実施して研

究成果の創出への効果的な支援並びに設備・機器の適正な維持管理を

実現する。 

 

（ⅱ）協力機関の取組 

岐阜薬科大学、岐阜県食品科学研究所、岐阜県中央家畜保健衛生所、

公益財団法人科学技術交流財団あいちシンクロトロン光センター、あい

ち産業科学技術総合センターの各協力機関は、ＣＦＡを介して研究基盤

の利用に関する積極的な情報連携に努める。この連携を通じて、各機関

が保有する特色ある共用設備・機器の横断的利用等に繋げる。 

 

２．２ 成果・実績  
（ⅰ）委託機関（代表機関）の業務 

① 構築するコアファシリティの組織体制・仕組み 

 機構長のリーダーシップの下、研究担当理事を議長に事務局長（人

事・財務担当）、正副統括技術センター長（両大学 学術研究・産学

官連携本部長）、関連技術職員等から成る統括会議を役員会直属の機

関として設置し、ＩＲに基づいた人材育成や設備・機器の運用戦略及

び財務戦略について、機構の意思として迅速に決定・内部周知する体

制の構築を進め、令和４年度にセンターの更なる機能強化を目指して

改組を検討することとした。 

 コアファシリティ統括部局である統括技術センター運営の意思決定は、

統括会議の方針を踏まえ、正副センター長、幹部技術職員、関係教員

等による統括技術センター運営委員会を１回開催した（令和４年３月

３１日、オンライン）。また、コアファシリティ統括部局の事務機能

強化のため、令和３年度に事務補佐員２名を本事業にて新たに雇用し、

コアファシリティ構築に関する事務手続きを行った。 

 

○統括技術センター運営委員会 

・第１回統括技術センター運営委員会  
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 日時：令和４年３月３１日（木） １３：００～１４：００ 

 方法：ＷＥＢ会議 

 議題： 

１．統括技術センターの改組について 

 （統括技術センター規程及び運営会議規程の一部改正） 

２．統括技術センター関係規程・内規の改正、制定について 

３．統括技術センターの意思決定体制の確認について 

４．共用設備・機器の利用料金について 

５．その他 

報告： 

１．学術専門職（ＣＦＡ）２名の雇用更新について 

２．その他 

出席者： ２１名 

 

○統括技術センター戦略室会議 

・第１回統括技術センター戦略室会議 

日時：令和３年１２月１５日（水）１５：００～１６：３０ 

方法：ＷＥＢ会議（Ｔｅａｍｓ） 

議題： 

１．センター長・副センター長挨拶及び関係者の自己紹介 

２．統括技術センター配置表について 

３．統括技術センター戦略室構成員名簿について 

４．統括技術センター関連諸規程について 

５．両大学設備マスタープランの今後について 

６．その他 

報告： 

１．統括技術センターＷＥＢサイト及び技術マップについて 

２．２０２２年１月のＩＲＩＳシンポジウム発表内容について 

３．コアファシリティ事業の進捗状況について 

４．その他 

出席者：１２名 

陪 席：１７名 

・第２回統括技術センター戦略室会議 

日時：令和４年１月２１日（金）１１：００～１２：００ 

方法：ＷＥＢ会議 

議題： 
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１．両大学設備マスタープランについて 

２．統括技術センター運営委員会について 

３．統括技術センター関連諸規定の検討状況について 

４．コアファシリティ利用料金について 

５．その他 

報告： 

１．統括技術センター配置表について 

２．統括技術センターＷＥＢサイトについて 

３．２０２２年１月２６日ＩＲＩＳシンポジウム発表内容について 
出席者：１４名 

陪 席：１６名 

 

 統括技術センターにおける技術業務の実務については、技術支援統

括室が中心となって、情報通信、環境安全、装置開発、計測・制御、

分析・物質、生物・生体、フィールドの各７支援室を統括し、ＴＩ

ＣＦＳの運用に係る高度な技術支援の指揮を執る仕組みを確立した。

統括技術支援室の技術支援機能強化のため、令和３年度に技術補佐

員２名を本事業にて新たに雇用した。 

 両大学の特色ある機器をシームレスに活用可能とするために、統括

会議の下に機構の統一共用規程、利用料算定に関わる考え方を纏め

た。また、ＴＩＣＦＳ充実化のため、既存の未共用機器や新規購入

機器を設備・機器共用システムへの登録を推進することとした。さ

らに、過去の共用促進事業で導入した既存ＷＥＢシステムを本事業

で拡張し、機構の全共用設備・機器を登録して、内外から検索・予

約・課金等を可能とし、利用状況のＩＲ情報を収集するための統一

システムを構築することとした。令和３年度は設備・機器共用シス

テムの本格導入に係る準備を行った（図３）。 

 

○規程 

・東海国立大学機構統括技術センター規程 

「東海国立大学機構規則集」サイトに掲載。 

（https://education.joureikun.JP/thers_ac/act/frame/frame110011179.htm） 

・名古屋大学全学技術センター技術支援業務等に関する取扱規程 

「東海国立大学機構規則集」サイトに掲載。 

（https://education.joureikun.JP/thers_ac/act/frame/frame110011370.htm） 
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○東海国立大学機構設備・機器共用システム 

図３．作成中の東海国立大学機構設備・機器共用システムのホームページ 

 

 マネジメント人材であるＣＦＡは、統括技術センターの戦略立案を

行うために技術支援統括室内に置かれた戦略室の指揮命令に服し、

研究基盤戦略の策定、技術相談、設備・機器の利用者講習会等のユ

ーザー支援、ＵＲＡと連携したアウトリーチ活動等のＴＩＣＦＳ活

用促進業務を担当した。ＣＦＡ体制強化のため、令和２年度は１名

であるＣＦＡを令和３年度は新たに２名雇用し、常勤技術職員から

も新たに２名選任した。このことによって、ＣＦＡの人数が大きく

増員されて技術相談やアウトリーチ等への効率的な対応が可能とな

り、更に体制が強化された。 

 

この体制の下に、「１．５ 研究機関全体としての研究基盤の整備・

運用方針」に掲げた設備・機器について運用することとした（図４）。

そのため、本事業で核磁気共鳴装置の高度化に使用するクーリングユニ

ットを購入し、核磁気共鳴装置用のエアーコンプレッサー（バッファー

タンク含む）及び質量分析装置用の窒素ガス発生装置２台、及び電界放

出型走査電子顕微鏡の線源たるＦＥ－Ｔｉｐ交換並びにロータリーポン

プ交換を行い、機能回復を図った（図５）。 
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図４．重点運用設備・機器：核磁気共鳴装置（左上）、フーリエ変換

型質量分析装置（右上）、飛行時間型質量分析装置（左下）、

電界放出型走査電子顕微鏡（右下） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５．購入した核磁気共鳴装置用クーリングユニット（左上）と核磁

気共鳴装置用のエアーコンプレッサー（右上）及び質量分析装

置用窒素ガス発生装置２台（左下 手前・奥）、電界放出型電

子顕微鏡機能回復（右下） 



 

13 
 

統一設備・機器共用システム準備については、機構ではＤＸ推進によ

るデジタルユニバーシティ室を設置し、統一設備・機器共用システムも

当該計画と連携する予定であることを踏まえ、令和３年度は統一設備・

機器共用システムを稼働させるためのサーバー整備を行った（図６）。

また、令和２年度では岐阜大学と名古屋大学で分かれていた個々の設

備・機器共用システムから共用設備・機器の性能概要や利用料金等に関

するデータを抽出し、機構としての共用設備・機器のデータベース化を

行った。このことを通じて、機構としての設備・機器共用推進やＩＲ分

析等に活用できる統一設備・機器共用システムの設計に繋げることとし

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６．統一設備・機器共用システム用サーバー 

 

②技術職員・マネジメント人材等の活躍促進に向けた取組 

１．マネジメント人材について 

ＣＦＡを将来的な機構の研究基盤戦略を担う中核的マネジメント人

材（技術部長・技術支援統括室長等の候補）と位置付け、適切なマネ

ジメント力・情報発信力を養い業務にあたる必要がある。こうした業

務に必要な基礎力を培うために、ＣＦＡのメンバーを中心に企業によ

る動画制作トレーニング研修を受けた（令和４年３月３日、４日）。

また、ＴＩＣＦＳの分野横断的な技術支援シーズマネジメント業務、

既設コアファシリティ（本機構以外の本事業採択校）等との交流、企

業や設備メーカーの営業人材との交流、ＵＲＡと連携した産学官連携

における共同研究企業の開拓等、統括会議の構成員として行う戦略企

画業務等を通じたＯＪＴにより、アウトリーチ及びマネジメント能力

の養成並びに幅広いステークホルダーの考え方の習得や人脈形成を行

った。令和３年度は開始年度であることから特に実務を通じたＯＪＴ

に主眼を置き、既存のＣＦＡと新任のＣＦＡの円滑な連携・協働環境
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の構築に努め、積極的に現場に出ることで機構内外に対するＣＦＡ体

制の周知を行った。なお、現場訪問の際には、ＣＦＡを周知してもら

うためのリーフレットを作成し（図１０）、新しくできたＣＦＡの役

割とそのメンバーの紹介を含めた情報発信を行った。このようなマネ

ジメント型技術職員であるＣＦＡを置いてコアファシリティのマネジ

メントを実施することは、他にはない機構の特色である。その活動成

果として、図１１に示すコアファシリティ重点運用機器の整備や国際

連携等をはじめとする多くのマネジメント成果をあげた。 

 

○マネジメント人材育成研修（情報発信関係） 

・株式会社エビリー 動画制作トレーニング 

日時：令和４年３月３日（木）、４日（金） 

場所：名古屋大学農学部Ａ館１２５室（会議室） 

 

１日目 座学、動画制作に関する基礎知識と編集ソフトの使い方 

・企画・構成・ディレクション研修 

動画作りの際に重要な、企画、構成、ディレクションに関す

る説明を受け、その後、２つの

チームに分かれてそれぞれのテ

ーマでの絵コンテ作成を各自で

行った。また、実習に用いるカ

メラやジンバル（手振れ補正

器）の説明を受け、ジンバルの

初期設定を行った。指向性ガン

マイクやピンマイクの種類や使

い方についても学んだ（図７－

１）。 

 

・撮影研修 

カメラ撮影の基本となる絞り値、シャッタースピード、ＩＳ

Ｏ感度に関する説明や、構図やカメラワーク、レンズに関する

説明を受けた。撮影現場で予め白いものを撮影し、白をプリセ

ットしておくことで、動画のホワイトバランスを補正する方法

も学んだ。 

 

 

図７－１．座学の様子 
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・編集研修 

Ｐｒｅｍｉｅｒｅ Ｐｒｏアプリを用いて、サンプル動画の

カット編集に関する操作方法を習い、各自のＰＣで操作を実施。

また、無料音楽提供サイトで、動画の世界観に合う素材を探し、

データダウンロードして利用する方法を学んだ。動画、音声デ

ータ、ＢＧＭを切り貼りする際に、画面をスムーズに切り替え

る画像エフェクトや、ＢＧＭをフェイドアウトしつつ繋げる音

声エフェクトを使う方法を学んだ。 

 

２日目 構成・撮影実習、編集実習 

・構成の決定、撮影実習 

各チームで構成（絵コンテ）をまとめて、それに基づいて現

場に向かい撮影を実施。画像の構図を考慮して、ロングショッ

ト、または、アップショットで撮影を行った。また、動画の編

集の際、繋ぎに使えそうな静止画の撮影も行った（図７－２）。 

 

・編集実習 

撮影した動画と音楽を編集し、テロップを作成して６０秒の

動画を作成した。また、ｍｐ４ファイルへの書き出しについて

の説明を受け、各チームで作成した動画の発表を行った。最後

に、講師が即興で作成した大学ＰＲ風動画を見せてもらい、プ

ロフェッショナルの技術を学ぶことができた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７－２．撮影実習の様子 

 

○現場訪問 

・技術職員訪問（工学部・装置開発技術支援室） 

日時：令和４年１月１８日（火）１３：３０～１５：３０ 

場所：実験実習工場、装置開発ファクトリー 
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名古屋大学工学部の装置開発技術支援室をＣＦＡが訪問し、所

属する技術職員との顔合わせを行い、保有する共用設備・機器に

ついて説明を受けた。 

 

 

 

 

 

 

 

図８．技術職員の作業の様子（左）と製作品事例（右） 

 

・技術職員訪問（理学部・装置開発技術支援室） 

日時：令和４年１月１９日（水）１３：３０～１５：３０ 

場所：名古屋大学東山キャンパス理学部Ｅ館、極低温実験室 

名古屋大学理学部の装置開発技術支援室をＣＦＡが訪問し、所

属する技術職員との顔合わせを行い、保有する共用設備・機器に

ついて説明を受けた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図９．技術職員の作業の様子（左）とヘリウム液化装置（右） 

 

・技術職員訪問（医学部） 

日時：令和４年３月１８日（金）１４：００～１５：００ 

場所：名古屋大学鶴舞キャンパス医系研究棟３号館 

名古屋大学医学部のある鶴舞キャンパスをＣＦＡが訪問し、技

術職員との顔合わせを行った。 

 

・岐阜大学訪問 

日時：令和４年３月１日（火）１０：００～１７：００ 
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場所：岐阜大学 

令和３年１２月に５名体制となったＣＦＡが５名揃って、岐阜

大学を訪問し、統括技術副センター長、技術部長等への挨拶と、

技術職員との顔合わせを行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１０．ＣＦＡが現場訪問時にＣＦＡ紹介に用いたリーフレット 
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図１１．ＣＦＡ令和３年度活動成果のまとめ 

 

２．高度技術専門人材について 

機構内外の研究者に対し、共用設備・機器利用から得られた結果に

専門的観点から解説または新たな知見を提供する等、民間の依頼分析

機関とは異なる付加価値の高い運用を通じ、研究上の課題解決のため

の対等なパートナーとなる高度技術専門人材を育成することとした。

そこで、令和３年度は、高度専門技術者研修として、大阪大学技術職

員の協力の下、生体高分子の核磁気共鳴装置による構造解析に関する

高度技術職員研修を令和３年１２月７日、８日の２日間、大阪大学に

て実施した。機器メーカー等の高度技術研修や、機器のヘビーユーザ

ー教員による指導の他、技術職員は適切なエフォート管理の下でＴＩ

ＣＦＳの運用にも携わると共に、熟練者と若手のチームを組成し、困

難な業務を通じて高度な技術を習得することとした。令和３年度は重

点運用機器に関する技術力を集中的に強化するため、当該機器に関連

するメーカーのエンジニアを招いて高度専門技術者研修を実施した。

日本電子株式会社によるガスクロマトグラフ飛行時間質量分析装置 

技術者講習会を令和３年１２月２１日から２３日と令和４年１月２０

日（装置トレーニングは令和４年３月２日）の２回、サーモフィッシ

ャーサイエンティフィック株式会社による液体クロマトグラフィー質

量分析システム技術者講習会を令和４年１月１１日から１２日と令和
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４年１月１７日に実施し、ブルカージャパン株式会社による ＡＶＡ

ＮＣＥ ＮＥＯ５００トレーニング講習会を令和４年２月８日から９

日及び２２日にわたる日程で実施した。 

また、既設コアファシリティ等と連携し、専門の教員や技術職員に

よる講義や技術講習を実施した。質量分析装置に関する高度技術職員

セミナーを生命科学分野と有機化学分野の２回に分け、１日目は広島

大学の技術職員と、機構の技術職員を講師に招き、令和４年２月４日

にオンラインで開催し、２日目は早稲田大学の技術職員と、機構の技

術職員を講師に招き、令和４年２月１０日にオンラインで開催した。

また、核磁気共鳴装置高度技術職員セミナーを令和４年２月１５日と

１６日の２日間、機構に大阪大学の技術専門職員と東北大学の技術専

門職員を講師に招き、開催した。さらに、核磁気共鳴装置、質量分析

装置、電子顕微鏡等の設備・機器を担当する技術職員に対して、高度

な人材育成を実施して研究成果の創出への効果的な支援並びに設備・

機器の適正な維持管理を実現した。 

 

○高度専門技術者研修 

・生体高分子の核磁気共鳴装置による構造解析に関する高度技術職員

研修 

日時：令和３年１２月７日（火）～１２月８日（水） 

場所：大阪大学大学院理学研究科・理学部 分析機器測定室内 

ＮＭＲ室（Ｄ１０５） 

昨今、議論されている我が国の研究力向上及び若手研究者支援

のためには、最先端の共用研究設備・機器を揃えることだけでな

く、技術職員の高度な技術によって、設備・機器を維持管理する

ことや、それらの設備・機器を用いて優れた成果の創出を支援す

ることが必要不可欠である。特に、核磁気共鳴装置（ＮＭＲ）は

タンパク質や核酸、糖鎖ペプチド等といった生体高分子の構造解

析には必須の重要な装置であり、ライフサイエンスの最先端研究

を推進するためには、高度な技術者の支援を必要としている装置

である。しかし、有機化学、材料化学などに対応するＮＭＲ技術

者は数多く存在する一方、生体高分子を対象とした測定に対応す

る高度な技術を持つＮＭＲ技術者は必ずしも多くない。そこで、

ＮＭＲ測定を用いたタンパク質の立体構造解析に関する高度な専

門知識・技術を持つ大阪大学技術職員を講師とした実践的な研修

を行った。 
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ＮＭＲによるタンパク質試料の基本的な測定原理及び応用的な

知見、安定同位体標識法と、試料調製方法、測定条件の検討、解

析技術を説明、指導していただいた。参加者はコアファシリティ

における技術支援遂行に必要な専門知識を習得するとともに、タ

ンパク質構造解析に関する見分を広げることができた。 

 

１日目 

１．講義 「ＮＭＲによるタンパク質立体構造解析の基礎」 

９：００－１０：００ ＮＭＲによるタンパク質立体構造解析

の概要と安定同位体標識試料の利用 

１０：００－１１：００ タンパク質試料の取り扱い上の注意と、

測定条件の最適化の必要性 

１１：００－１２：００ タンパク質の安定同位体標識法と試料

の調製方法、ＮＭＲ測定の注意点 

２．講義 「ＮＭＲ測定技術について」 

１３：００－１４：００ 一次元、二次元、三次元ＮＭＲ測定法 

１４：００－１６：００ タンパク質の立体構造決定に必要なＮ

ＭＲ 測定データセット 

２日目 

３．実習 「タンパク質試料のＮＭＲ測定とデータ解析」 

９：００－１１：００ １３Ｃ／１５Ｎ／２Ｈ標識モデルタンパク

質試料を用いた、２Ｄ、３Ｄ－ＮＭ

Ｒ測定実施 

１１：００－１２：００ ＮＭＲデータ解析ソフトの使い方と、

モデルデータセットの解析 

１３：００－１５：００ モデルタンパク質で取得したデータセ

ットの解析 

１５：００－１６：００ ディスカッション 

原理的には ２００アミノ酸までの蛋白質を同位体標識なしで

帰属し、かつ立体構造の解析を行うことは可能である。しかし、

現実には、１３Ｃ／１５Ｎ／２Ｈの標識導入により解析から帰属まで

の手間・時間・正確さに飛躍的に差が出る。したがって、予算・

装置が許す限り、同位体標識を導入する可能性を最優先に検討す

べきであり、そこで安易に妥協してしまうと構造決定完遂の期待

値が低くなることを学んだ。 
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・日本電子株式会社 ＪＭＳ－Ｔ２０００ＧＣ ガスクロマトグラフ

飛行時間質量分析装置 技術者講習会 

日時：令和３年１２月２１日（火）～２３日（木） 

場所：名古屋大学農学部Ｂ館１０５室（質量分析室） 

１日目 座学 

動画を使っての説明と内容の補足説明（図１２－１）。 

・質量分析の基礎 

質量分析に関して、質

量についてから装置の構

成、イオン化の種類や質

量分析装置の種類等、基

礎的な解説説明。 

・ＪＭＳ－Ｔ２０００ＧＣ

について 

今回導入した装置の解析

ソフト「ＭｕｌｔｉＡｎａｌｙｚｅｒ」の紹介、解析に関

するワークフロー、実際の解析の手順やどのようなことが

できるかの説明。 

 

２日目 装置トレーニング 

・装置の説明（図１２－２） 

現地にて、装置の構成や

プローブ種類等の説明、実

際に測定するためのカラム

の取り付けを実施。 

・ＧＣに関するＥＩとＦＩ

の操作 

操作画面での、測定手順

の説明やチューニング、

キャリブレーション、メ

ソッドの設定に関する説明と、実際に機構職員による操作

練習。 

・ｍｓＦｉｎｅＡｎａｌｙｓｉｓ（解析ソフトウェア）の説

明 

解析方法の手順の説明の後、操作画面を見ながら、サン

プルを用いた測定とデータの解析、サンプルファイルを用

図１２－１．座学の様子 

図１２－２．装置の説明の様子 
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いた解析方法の実施。 

 

３日目 装置トレーニング 

・ＦＤでの操作 

ＦＤによる測定による注意事項の説明後、実際にサンプ

ルを測定し解析を実施。 

・ＦＤでの持ち込み試料で

の解析（図１２－３） 

実際に依頼されている

試料を持ち込み、サンプ

ル塗布から測定、解析に

関して機構職員が実際に

オペレーションを実施。 

 

 

 

・サーモフィッシャーサイエンティフィック Ｖａｎｑｕｉｓｈ Ｕ

ＨＰＬＣ－Ｏｒｂｉｔｒａｐ Ｅｘｐｌｏｒｉｓ ２４０ 液体ク

ロマトグラフィー質量分析システム 技術者講習会 

日時：令和４年１月１１日（火）、１２日（水）、１７日（月） 

場所：名古屋大学農学部Ｂ館１０５室（質量分析室） 

１日目 イオントラップ型質量分析計システムの概要（図１３

－１） 

・Ｏｒｂｉｔｒａｐ Ｅｘｐｌｏｒｉｓ ２４０の概要説明 

測定装置のシステム全体の

構成、測定原理、分析方法

についての説明を受けた。 

・高速液体クロマトグラフィ

ー装置の概要説明 

高速液体クロマトグラフ

ィー装置の測定準備、操作

方法についての説明を受けた。 

・イオン源等の概要説明 

質量分析計イオン源脱着・交換とキャリブレーション方法

の説明を受け、分析メソッドを作成した。 

 

図１２－３．試料の解析実習 

図１３－１．装置の説明の様子 
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２日目 分析トレーニング（図１３－２） 

・一連の測定手順に関する実技指導 

高速液体クロマトグラフィー装置の準備、質量分析計のキ

ャリブレーション、分析シーケンス作成までの一連の操作に

ついて実践指導を受けた。 

・測定のデモンストレーション 

実際の担当者が装置のキ

ャリブレーション、メソッ

ド作成を行い、テストサン

プルを分析した。 

・解析に関する実技指導 

汎用解析ソフトＦｒｅｅ 

Ｓｔｙｌｅの概要と基本操

作についての説明を受け、実

際に取得データ解析した。 

３日目 化合物同定ソフトの説明（図１３－３） 

・応用的な解析手法の説明 

総合解析ソフトＣｏｍｐ

ｏｕｎｄ Ｄｉｓｃｏｖｅ

ｒｅｒの概要と用途別操作

方法についての説明を受け

た。 

・応用的な解析の実技指導 

テストサンプルを分析

し、取得データをＣｏｍｐ

ｏｕｎｄ Ｄｉｓｃｏｖｅｒ

ｅｒで解析した。 

・未知化合物の解析に関する実技指導 

テキストを参照しながら、未知化合物を同定するまでの一

通りの解析操作を行った。 

 

・日本電子株式会社 ＪＭＳ－Ｔ２０００ＧＣ ガスクロマトグラフ

飛行時間質量分析装置 技術者講習会 

日時：令和４年１月２０日（木）、３月２日（水） 

場所：名古屋大学農学部Ｂ館１０５室（質量分析室） 

 

図１３－２．操作の説明 

図１３－３．解析操作の説明 
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１日目 座学 

動画を使っての説明と内

容の補足説明（図１４－

１）。 

・質量分析の基礎 

質量分析に関して、質

量についてから装置の構

成、イオン化の種類や質

量分析装置の種類等、基

礎的な解説説明。 

・ＪＭＳ－Ｔ２０００ＧＣについて 

今回導入した装置の解析ソフト「ＭｕｌｔｉＡｎａｌｙ

ｚｅｒ」の紹介、解析に関するワークフロー、実際の解析

の手順やどのようなことができるかの説明。 

・受講者からの質疑応答 

日頃質量分析を行っている職員からの質問に対する回答

や、本装置の利用ユーザーに関するアドバイスをいただい

た。 

２日目 装置トレーニング 

・ＧＣに関するＥＩの操作、測定（図１４－２） 

講師による測定手順の

説明やチューニング、キ

ャリブレーション、メソ

ッドの設定に関する説明

と、実際に機構職員によ

る操作練習を行った。ま

た、サンプルを用いての

精密質量測定を行った。 

  

図１４－１．講習の説明 

図１４－２．操作練習の様子 
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・ブルカージャパン株式会社 ＡＶＡＮＣＥ ＮＥＯ５００トレーニ

ング講習会 

日時：令和４年２月８日（火）、９日（水）、２２日（火） 

場所：名古屋大学農学部Ａ館０７７室（ＮＭＲ室） 

１日目 装置トレーニング 

講師の説明の下で、受講

生も操作を行いながら 

・キャリブレーション 

・プローブの交換 

・シム調整 

・サンプル（ボロン）の

測定（ボラックス） 

・サンプル（Ｓｃ２Ｏ３）

の測定 

を行った（図１５－１）。 

２日目 装置トレーニング 

・午前中は、１日目の夜中に

かけてしかけた測定の結果

から、装置に入力する値の

調整を実施した。 

・午後は、午前中に調整した

値を使い、Ｄ２Ｏ等の実測

定を行った。操作画面を見

ながら、分析結果の確認や

解析するうえでの注意事項

を聞いた（図１５－２）。 

 

３日目 装置トレーニング 

ブルカーの講師の説明の

下で、受講生も操作を行い

ながら 

・溶液プローブ交換 

・実際のサンプルによる

固体ＮＭＲ測定 

を行った（図１５－３）。 

 

図１５－１．操作の説明 

図１５－２．試料採取の様子 

図１５－３．プローブ交換の様子 
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○高度技術職員セミナー 

・質量分析装置に関する高度技術職員セミナー 

質量分析法は物質の質量を測定することにより原子量・分子量、

分子構造、分子種、存在量（濃度）、存在形態などを明らかにする

方法であり、化学から生命科学に至る科学分野で広く用いられる先

端分析法である。今回は、全国の技術職員向けに、大学で活躍して

いる技術職員を講師とした、生命科学と有機化学分野における質量

分析の現場における活きた技術支援に係る専門知識・技術について

の講習を、２回に分けてオンラインで開催した（図１６）。 

 

①バイオテクノロジー・ライフサイエンス系 

日時：令和４年２月４日（金）９：００～１５：３０ 

方法：ＷＥＢミーティング （Ｍｉｃｒｏｓｏｆｔ Ｔｅａｍｓ） 

９：００～９：１０ 趣旨説明・講師紹介 

東海国立大学機構・統括技術センター・総括ＣＦＡ 

９：１０～１１：４５ 生物試料における質量分析の基礎～主

にタンパク質解析のために～  

講師：広島大学・技術センター・技術専門職員 

タンパク質の分子種同定を目的とした質量分析方法の基

礎と試料調製方法の実際についての内容をご講義いただい

た。タンパク質を酵素消化して、ペプチドに分解、ＭＳ／

ＭＳイオンサーチ法で分子種を決定する際の試料の調製方

法の概要と注意点の説明をしていただいた。溶液中、ＳＤ

Ｓ－ＰＡＧＥゲル断片中それぞれの場合について、酵素消

化反応の前後の処理、必要な薬剤や試薬キット、消耗品な

どについての解説をしていただいた。また、タンパク質の

質量分析に関するトラブルシューティング、依頼者への対

応についてのアドバイスをしていただいた。 

１３：１５～１４：４０ ＬＣ／ＭＳによるプロテオーム解析 

講師：東海国立大学機構・統括技術センター・技師 

生物材料から調製した試料を対象とした、プロテオーム

解析の基礎と分析方法の概要についての内容をご講義いた

だいた。ＮａｎｏＬＣ／Ｏｒｂｉｔｒａｐ Ｆｕｓｉｏｎ

システムを用いてタンパク質・生体高分子を分析する際の

試料調製法、ＴＭＴラベル法、ＬＣでの分離法についての

ご説明いただいた。分析方法に応じた解析方法、解析に利
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用するデータベース、受託分析データの取り扱いなどのデ

ータのアウトプット方法についても説明していただいた。

質量分析システムの維持・管理する際の注意点やトラブル

シューティングに関しても有用な情報をご提供いただいた。 

１５：００～１７：１５ 総括・質疑応答・技術相談 

参加者からの質問について回答・アドバイスをいただい

た。なお各講師の講義資料は、出せるデータに限り希望者

のみに事務局から送付することで了解を得た。 

 

②有機化学・材料科学系 

日時：令和４年２月１０日（木） ８：５０～１７：３０ 

方法：ＷＥＢミーティング（Ｍｉｃｒｏｓｏｆｔ Ｔｅａｍｓ）  

８：５０～９：００ 趣旨説明・講師紹介 

講師：東海国立大学機構・統括技術センター・総括ＣＦＡ 

９：００～１１：３０ 有機合成化学の視点から見た質量分析 

講師：東海国立大学機構・統括技術センター・技師 

有機合成物の構造決定を目的とした質量分析に用いる各種

イオン化法、適応対象試料、試料調製法、分析方法について

の内容をご講義いただいた。構造決定に必要な質量精度、フ

ラグメントイオンのピーク、同位体パターンによる組成推定

の概要とデータ解析についての注意点の説明をいただいた。

各種イオン化方法の原理、試料の化学的特性に応じたイオン

化法の選択、イオン化支援試薬の種類・添加方法についての

説明をいただいた。加えて、分析現場での人為的ミスを減ら

すために、名古屋大学理学部装置開発室と共同で、分析器プ

ローブの破損を防ぐスタンド等を開発した取組を紹介された。 

１２：３０～１５：３０ 受託質量分析業務から評価した試料

－イオン源適応性と付加イオン選択性  

講師：早稲田大学・物質計測センターラボ 

講師は有機合成物の構造決定を目的とした精密質量分析に

おいて、毎年７００件以上の受託分析実績を有しており、多

種・多様な試料の分析で蓄積したデータを体系的に解析する

ことで、化学特性や質量範囲に適したイオン化法の選択方法

を確立した内容をご講義いただいた。各イオン化方法によっ

て生じる付加イオン種の違い、分析データの特徴、データ解

析方法についての概要の説明をいただいた。密度汎関数法
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（ＤＦＴ法）計算による有機合成反応機構の解明、計算に必

要なＰＣリソースについての解説もいただいた。 

１５：３０～１７：３０ 総括・質疑応答・技術相談 

参加者からの質問について回答・アドバイスをいただいた。

なお、各講師の講義資料は、出せるデータに限り希望者のみ

に事務局から送付することで了解を得た。 

令和３年度に開催した一連の研修・セミナーにより、参加

した技術職員はコアファシリティ重点運用機器である核磁気

共鳴装置や質量分析装置に関して、それぞれの装置ごとに特

化した優れた技術を学ぶことができた。今回、習得した技術

は、今後の研究支援に役立つことが見込まれる。 
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図１６．質量分析装置に関する高度技術職員セミナーの開催案内 

 



 

30 
 

（ⅱ）協力機関の取組 

岐阜薬科大学、岐阜県食品科学研究所、岐阜県中央家畜保健衛生所、

公益財団法人科学技術交流財団あいちシンクロトロン光センター、あい

ち産業科学技術総合センターの各協力機関は、ＣＦＡを介して研究基盤

の利用に関する積極的な情報連携に努めた。この連携を通じて、各機関

が保有する特色ある共用設備・機器の横断的利用等に繋げることとした。 
 
Ⅲ．令和４年度以降の取組実施に向けた課題、問題点 

コアファシリティに関する課題としては、共用設備・機器に関する設備マ

スタープラン（以下「マスタープラン」という。）を機構として作成するこ

とが必要不可欠であり、令和４年度中には、マスタープランを策定するため

に、過去に概算要求で導入された研究・教育用の設備・機器に関する情報収

集を行う。具体的には、購入額、設置場所、利用実績、成果報告等の情報を

分析し、それに従って共用設備・機器の新規導入・更新を行っていくための

考え方、方針を議論する。そして、それらの情報とさらに令和３度末に公表

された「大学等における研究設備・機器の強化のためのガイドライン」を踏

まえてマスタープランを策定し、機構として実施する仕組みの構築を進める。 
設備・機器共用システムについては、令和３年度の設計をもとに、両大学

でシームレスに利用可能なシステムとするべく、特に両大学での統一的なユ

ーザー認証システムの導入を含めて構築を進める。また、コアファシリティ

として適切な共用設備・機器利用料金を行い、機構としての徴収プロセスと

事務手続方法を確立するために、運用システムの更なる検討を進める必要が

ある。 
また、広報に関しては、ウェブサイトを立ち上げて研究支援技術マップ等

を掲載しているが、様々なコンテンツについては、今後、更に充実化を図る

必要があり、機構外の利用も含めて、コアファシリティの活用を促進するた

めの重要な課題である。そこで、令和４年度はＣＦＡが中心となってウェブ

サイトのコンテンツの作成等を行っていく。特に、技術職員の技術力を活用

した研究支援を前面に出したウェブコンテンツの作成は、現場の技術職員の

協力が必要不可欠である。このことについて、ＣＦＡは技術支援室長等と連

携したマネジメントを通じて現場の技術職員との連携を強め、現場の実情を

取材し、良く議論をした上で、適切な情報発信に努める必要がある。 


